
① 社会資本の整備が進み県民の利便性が向上

② 観光産業の伸びや情報通信関連産業の集積な
どに一定の成果

③ 県経済の規模は、約８倍に拡大

④ 一方、基地関連収入の県経済に占める割合は、
５％台に低下

S47年度 H28年度

○県民総所得 5,013億円 → ４兆5,303億円

○基地関連収入の割合 15.5％ → 5.3 ％

沖縄振興開発及び沖縄振興の成果

○沖縄へ新たに立地した情報通信関連企業数

H14年 Ｈ30年

52企業 → 470企業 9.0倍 ５

S47年度 H30年度
○入域観光客数 56万人 → 1,000万人 17.9倍
○観光収入 324億円 →     7,341億円 22.6倍


